
























































































































































































































































































































































































































































































た。X 社は、Y に対し本件金員の返還を求めたが、Y はこれを拒絶した。そ
(35) 田中亘・落合誠一編『前掲書〔注7〕』150頁。
(36) 最判平成21・12・18判タ1316号120頁。
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こで X社は、Yに対し、本件金員は株主総会の決議を経ることなく支払われ
たものであり、不当利得に当たるとしてその返還を求める訴訟を提起した。
原審は、本件金員は株主総会の決議もなく、これに代わる X社の代表取締
役であるＡの決裁もない以上、法的根拠を欠き不当利得に当ると判断した。
[2〕判旨
株式会社が、退任取締役に対し、不当利得返還請求権に基づき、株主総会の
決議等を経ることなく退職慰労金相当額の金員の返還を求める場合において、
当該株式会社においてはこれまで発行済株式総数の99％以上を保有する代表者
が内規に基づく退職慰労金の支給を決裁することにより株主総会の決議に代え
てきたこと、退任取締役が内規に基づき退職慰労金の支給を催告したところそ
の約10日後に送金がされたこと、当該株式会社が退任取締役に返還を求めたの
は送金後1年近くを経過してからであったことが認められる事実関係のもとで
は、上記送金の事実に対する当該株式会社の代表者の認識や退任取締役の業績
等の事実について審理判断せず、退職慰労金を不支給とすべき合理的な理由が
あるかなど特段の事情の有無についても審理判断しないまま、本件請求が信義
則に反せず、権利の濫用に当たらないとした原審の判断には違法があり、破棄
を免れない。
[3〕本判決の意義
事実によれば、X株式会社は従来から99％株主＝代表取締役 Aが株主総会
の決議を経ることなく、取締役会決議によって定められた内規に従って計算さ
れた退職慰労金額をX社の代表取締役であるAが確認し、決裁するという手
続によって支給していた。判旨は、この退職慰労金相当額の支給に対して、株
主総会の決議を欠くという理由により不当利得として返還を求めるのは信義則
違反または権利の濫用にあたるとして返還請求を否認した。
本判決は、不当利得の返還請求を否認した理由について、①本件金員支払の
経過に照らすと、Yが本件金員についてX社代表者Aの決裁を得たものと信
じたとしても無理からぬものがあること、②代表取締役 Aが、本件金員の送
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金を直後に認識していた事実が認められるのであれば、送金を事実上黙認して
きたとの評価を免れないこと、③ Yが従前退職慰労金を支給された退任取締
役と同等以上の業績を上げてきたこと、等の事実を掲げている。これらを総合
すれば、Yに対して退職慰労金を不支給とすべき合理的な理由など特段の事
情が本事案では見られないことから、X社の Yに対する返還請求は信義則に
反し、権利濫用として許されないということであろう。
但し原審は、「本件金員は、株主総会の決議もなくこれに代わるX社代表取
締役 Aの決済もない以上、法的根拠を欠き不当利得になる」とした。原審の
判断は、退職慰労金請求権は、株主総会決議を経ていない以上認められないと
する、通説、判例の理解に従ったもので、全く、中小企業の置かれた実態に立
ち入ることなく、総会決議＝報酬請求権の発生という、硬直化した判断に終始
している。原審の判断こそ、形式論に偏り事実の把握を怠った結論とのそしり
は免れないであろう。
ひるがえって本判決は、当該株式会社にあっては、発行済株式総数の99％以
上を保有する代表者が内規に基づいて退職慰労金の支給を決裁してきたこと
が、株主総会決議に準じた手続きを経ているという理解があったものと考えら
れる。本判決は、退職取締役の会社に対する退職慰労金請求権は、定款の定め
又は株主総会の決議があるか、あるいは株主総会の決議の代わりに全株主の同
意がある場合に発生するとの判例、通説の枠組みを維持しながらも、全株主の
同意がない場合であっても、支払いの経過、退任取締役の業績等の事実からい
ったん支払われた退職慰労金相当の金員の返還を求めることは信義則に反し、
権利濫用に当たる余地があるとしたものである。結果として、退任取締役の保
護に一歩踏み出した判決という位置づけと理解しうる。
見方を変えるならば、本事案の様に、株主総会の決議がなく、なおかつ全株
主の同意もない場合であっても、退職慰労金の支給が可能な場面を肯定してい
るということである。本判決は、①本件金員支払の経過に照らすと退職者 Y
が本件金員についてX社代表者Aの決裁を得たものと信じたとしても無理か
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らぬものがあること、②退任取締役のこれまでの業績等を考慮すると、会社が
支給した金員の返還を求めることは信義則に反し権利の濫用に当たる余地があ
る、との判断を拠り所に、退職慰労金支給を是認している。この理解を敷衍す
ると、内規にしたがった部分、すなわち額の確定している役員報酬〔退職慰労
金〕にあたるならば、総会決議を必要としない報酬と理解することができるの
ではないか。
Ⅳ．税務実務上の取締役報酬の取扱い
以下、役員報酬に関する税法上の対応を、一通り整理しておく。
[1〕役員給与のうち損金に算入される役員給与
平成18年の法人税法改正前は、原則損金算入で、損金にならないものを別段
で定め、損金性の判断基準は経常的か、臨時的か否かで判断されていた。その
ため、実務では会社に利益が上がれば期の途中で役員給与を引き上げ、利益が
少なくなれば途中から引き下げたりして法人税の負担を不当に軽減する利益操
作が頻繁に行われていた。そのため、これらの操作を防止する必要性から原則
損金不算入とし、例外的に損金算入を認めることとした。損金算入できる場
合、役員給与は事前に確定しているものであれば利益操作を防止でき、課税の
公平を維持できるとの考えに基づいている。
いうなれば会社法上、役員についての給与（役員報酬・役員賞与・退職慰労
金等）は、会計処理上の費用として扱われている。他方、法人税法では、会社
法の役員以外にも役員の範囲を下記のとおり広く定め、役員に支給される給与
については原則損金不算入とし、一定の要件を満たす役員給与を損金算入でき
るものと定めているのである。しこうして、課税の公平のため、あるいは利益
操作の防止を図る見地から、以下の3ケースに該当する場合に損金算入を認め
ている（法人税法34条1項1～3号）。
但し、不当に高額な場合は、以下の3ケースのいずれかに該当する場合で
も、損金算入が認められない。
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① 定期同額給与＝毎月、支払われる、いわゆる給与の性格（法人税法34条
①項1号、法人税基本通達9-2-12）を有するもの。すなわち、一度確定したも
のが固定的に支払われる場合である。
また支給額の減額に限り、事業年度中の変更も可能である（法人税基本通達
9-2-13）。ただし、経営環境の著しい悪化（法人税基本通達9-2-13）など、相
当の理由を要する「法人税法施行令69条1項1号ハ」）。
定期同額給与は、法人が決算に際して、役員給与を急遽発生・増額すること
によって、利益圧縮を図ることを抑制する効果がある。変更可能理由として減
額できる場合は、経営環境の著しい悪化の他、職制上の地位の変更等（法人税
基本通達9-2-12の3）がある。会社の事情で代表取締役から平取締役に格下げ
されることに伴い役員報酬が減額される場合や、期の途中に役員が職務上の過
失や怠慢で会社に損害を与えた責任で役員報酬を減額される場合が、同一期で
重複して起こることもある。
② 事前確定届出給与＝役員に対する賞与と考える（法人税法34条①項2
号）。すなわち支給時期が不確定でも事前に額が確定している場合である。
⇒株主総会の決議から1ヶ月以内＝職務執行開始前は異なる（法人税法施行令
69条②項1号）、税務署へ支払時期と金額を事前に届ける必要がある。
⇒届け出た支給額よりも、実際の支給額が多い場合、または少ない場合は、当
該事業年度における事前確定届出給与の支給額全額が損金不算入となる。
③ 利益連動給与（法人税法34条①項3号）。すなわち、金額が未確定でも
計算方法が事前に確定している場合である。
⇒支給額の算定方式に、事業指標を基礎とすることなど、客観性があることを
要する。また、支給できるのは、有価証券報告書提出会社に限られる。なお、
金銭に限らず、債務の免除その他の経済的利益も役員給与となる。（法基通
9-2-9）。
⇒会社法上は、これらの報酬も株主総会の決議によって支給額が決まることに
なる。事業年度終了後、3ヶ月を待たなければ総会を開けない場合を除き、臨
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時株主総会でも変更可能とされている（支給額の範囲を定時株主総会で定めて
いる場合は、取締役会でも3ヶ月以内であれば変更可能）。 しかし本稿の主
張するお手盛りの弊害を防止するための総会決議という視点に立つ場合、実際
上、これらの報酬額決定を総会の決議にゆだねる必要はないのではないか。す
なわち、税務当局が、適正か否かの判断を行っているのであるから、「お手盛
り」、「闇取引」の危険の生ずる余地はないからである。
⇒なお、平成18年改正後の法人税法34条は、賞与を含む役員報酬について、前
示のごとく、税務署への事前届出等の所定の要件を満たした定期同額給与や、
業務執行役員に対して、「利益に関する指標」を基礎として支給される給与で、
報酬委員会の決定又は株主総会の決議や、有価証券報告書等への記載等の所定
の要件を満たした利益連動給与について損金算入を認めるに至った。逆に言え
ば税務処理上、不相当に高額な報酬は損金算入できないことになったのであ
る。したがって不相当に高額な報酬を支給する場合は、つまりお手盛りの危険
が想定されるなど不相当な役員報酬が支払われようとしている場合などは、例
外として、総会決議を要するとすべきである。
同様に、同族会社も除かれている。これは、同族ならではの不正につながり
やすいので税法が政策的に除外しているに過ぎないと考えられる。
⇒賞与の定め方としては、確定額（個別額・総額・最高限度額のいずれか）を
前提として金銭又は現物〔自社株、ストックオプションなど〕を定める場合
と、利益等に連動した算定方式を定める場合が考えられる。この場合は当然、
総会決議が必要となる。なお会社法上では、利益がなくても賞与を支給するこ
とが可能と考えられるが、この場合には、支給について株主の理解を得るため
の説明を行ったうえで、決議を要することは言うまでもない。
しかしながら、法人税法で損金算入が認められる場合でも、役員給与が不相
当に高額な部分については、
※実質的な基準 ⇒ 類似会社の役員給与と比較して妥当かどうか、
※形式的な基準 ⇒ 定款や株主総会で決められた額を超えないこと、
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により、損金不算入とし、恣意的に利益調整がされないようにチェック機能を
働かせている（法34条2項）。また、事実を隠蔽又は仮装して経理されて支給
された役員給与についても、損金に算入されない（法34条3項）。つまり、役
員が売り上げを除外して個人の懐に入れるような不正が行われた場合には、売
上除外金を役員の給与とするが、損金算入することは認められない。この場
合、法人では売上の計上により法人税を支払い、損金にならない役員給与に対
して源泉所得税を会社は立替払いさせられ、最終的には役員個人が所得税と地
方税を負担することになる。（法人と個人へのダブル課税）
[2〕役員の範囲
① 税法上の役員＝会社法上の役員十みなし役員（法人税法施行令7）
⇒みなし役員＝使用人以外の者（相談役、顧問等）、及び同族会社の使用人
で、一定の要件を満たす者。（法人税基本通達9・2-1）
② 一定の要件
[イ〕 株主グループの第1～3順位まで順次合計して、持株割合がはじめ
て50％超となるグループに属していること。
[ロ〕属するグループの持株割合が10％を超えていること。
[ハ〕1：その判定をする者
2：1の配偶者
3：1と2の持株割合が50％以上である他の会社
上記イロハの持株割合の合計が5％を超えていること。
[3〕使用人兼務役員
① 役員でありかつ使用人の性質を持っている者で一定の要件に該当する場
合には、使用人兼務役員に該当する（法人税法34条⑤項）。この場合、法人
税法上役員に対する賞与は損金不算入であるが（事前届出をすることで事前
確定届出給与として損金算入できる。）。使用人部分として相当な金額につい
ては、損金算入できる取扱いになっている。但し、使用人兼務役員に対する
賞与を、他の使用人と異なる時期に支給したものは、不当に高額であるとし
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て、損金不算入となる。（法人税法施行令70条③項）（法人税法基本通達
9-2-26）
② 使用人兼務役員に該当する要件（法人税法施行令71条）
[イ〕社長、副社長、理事長、代表取締役、専務取締役、専務理事、常務取
締役、常務理事、監査役、監事などでないこと。
[ロ〕合名会社、合資会社の業務執行社員でないこと。
[ハ〕同族会社のみなし役員でないこと。
[ニ〕部長、課長、その他使用人としての職制上の地位にあり、かつ常時使
用人としての職務に従事している者であること。
なお使用人兼務役員は、その実態を判断するのが困難な場合があり、実務
上実質的な判定をしにくい現状にある。
③ 使用人兼務役員の効果
[イ〕使用人分賞与が損金の額に算入される。
[ロ〕使用人分給与を定款、又は株主総会の決議において、役員給与に含め
ない旨を定めている場合は、使用人分給与が役員給与とは別枠として
計算される。なお、使用人兼務役員に対して支給する給与のうち使用
人分の給与は比準する他の使用人との均衡を損なわない範囲内におい
て認められる。（法人税基本通達9-2-23）。規定外の支給額が損金に算
入されないだけである。
なお、法人税法に規定する損金に算入できない領域の役員給与や賞与を支給
しても、税法上の罰則はない。規定外の支給額が損金に算入されないだけであ
る。また、損金に算入されない支給を行った場合であっても、受給を受けた者
は個人所得課税の側からの、源泉徴収を免れない。
[4〕法人税法上のみなし役員について
① 法人税法では、会社法や法人の設立根拠法などで役員とされる者の外
に、法人の経営に従事している次の者を役員としている。なお経営に従事し
ているとは、法人の主要な業務執行の意思決定に参加することであり、資金
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計画・設備計画・販売計画の策定に参加したり、重要な人事の決定に参加し
ている場合をいう。
② 法人の使用人以外の者（職制上使用人としての地位のみを有する者に限
るで、その法人の経営に従事している者（法人税法施行令7条一号）。
⇒会長・相談役・顧問等
③ 同族会社の使用人で、次の要件のすべてを満たしている者（特定株主等
という）で、その会社の経営に従事している者（法人税法施行令7条二号）。
[5〕役員に対する非金銭報酬（経済的利益）について
① 会社法では、取締役がその職務執行の対価として株式会社から受け取る
財産上の利益については、その名目を問わず（報酬等）に含まれるものと規
定し、定款に定めがある場合を除いて、株主総会の承認を得なければならな
いと定めている（会361条の委員会設置会社以外の株式会社）（会361①三）。
この「報酬等」は金銭に限らず、およそ取締役としての地位に着目して付与
される利益を広く含むものと解されており、金銭でない報酬等については、
その議案を提出した取締役が「その経済的利益が相当である理由」を説明し
なければならない（会社法361②）。
② 法人税法における役員に対する非金銭報酬についても、会社法と同様
に、役員が職務執行の対価として法人から受け取る経済的利益については
「報酬」に該当するとし、法人税法基本通達9-2-9により役員給与とされる
非金銭報酬を定め、法人税法基本通達9-2-10では給与とされない非金銭報酬
について規定している。
[6〕非金銭報酬の具体例
① 役員が会社の社宅を無償もしくは著しく低額な賃借料で借りた場合のそ
の差額。
⇒定期同額給与となりこの分と本来の金銭報酬を合わせて報酬限度内なら損
金。
② 会社役員賠償責任保険を会社が負担した金額（会社が負担することが違
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法かどうかについては争いがある）。
⇒①と同様定期同額給与となり、この分と本来の金銭報酬を合わせて報酬限
度内なら損金。
③ 役員に対する無利息又は低利率による金銭貸付。
⇒①と同様定期同額給与となり、この分と本来の金銭報酬を合わせて報酬限
度内なら損金。
④ 役員に対する資産の低額譲渡
⇒役員給与（役員賞与）となり損金不算入。
⑤ 役員に接待費・交際費等の名目で毎月一定額の金銭を支給している場
合。
⇒①と同様定期同額給与となり、この分と本来の金銭報酬を合わせて報酬限
度内なら損金。
⑥ 会社が特定の役員に対して、著しく低額な発行価額で第三者割当による
新株発行を行った場合の時価との差額。
⇒役員賞与となり損金不算入。
[7〕役員給与になるかどうかの認定基準について
法人税法の役員給与に該当するかどうかは、法人の主観的意思によって左
右されるものではなく、その支出が職務執行に対する対価の性質を有するか
どうかという客観的な基準によって判断される。法人から支給される金銭又
は経済的利益は、その支給がその役員の立場と全く無関係に、純然たる第三
者との間の取引としてなされるものでない限り、原則として職務執行の対価
の性質を有するものとされている（名古屋地裁平4・4・6行採集43・4・
589）。すなわち職務執行の対価かどうか判断が困難場合は、職務執行の対価
になるという意味である。
Ⅴ．結語
役員報酬の支給手続きは、本来的には会社と取締役間の任用契約とされてい
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るので取締役・会社間の取引に含まれる。いわば取締役の報酬額決定は、業務
執行の一環ゆえ、その決定手続きは、任用契約の締結を担当する代表取締役ま
たは取締役会の業務執行の範囲内ということになる。しかし取締役の報酬を、
取締役会の決議に委ねたのでは、自からの報酬を自ら決めるという「お手盛
り」、「闇取引」の弊害が生じ、会社に不利益を与える可能性がある。そのため
これを防止するために、法は、株主総会の決議によって報酬の金額を決定しな
ければならない（会361条）としているのである。それゆえ、株主総会決議を
必要とする報酬は、お手盛りの危険のある役員報酬、すなわち退職慰労金支給
の場合の功労金に限ればよいという結論になる。
取締役は、報酬以外にも賞与、新株予約権の付与〔ストック・オプション〕、
退職慰労金等、色々な形で、職務執行の対価として会社から財産上の利益を受
けている。要するに、取締役の報酬は、職務執行の対価である財産上の利益で
あるという点を前提としても、これらの報酬は、定額給与、退職慰労金、使用
人兼務分の役員報酬など多岐に亘るということである。したがって会社法361
条に関して疑問としなければならないのが、これらの多様な役員報酬を「報酬
等」として一律に取扱うことこそ問題であろう。
会社法361条①項1号の、「報酬などの額が確定しているもの」は、上記Ⅳで
整理したように、役員報酬であっても、税務処理上損金算入が認められてい
る、定期同額給与、事前確定届出給与、利益連動給与などの報酬は、株主総会
決議というフィルターは必要がない。けだし、お手盛りという危険は一切考慮
に入れる必要がないからである。加えて、取締役就任時に、任用契約締結時に
これらの報酬額を確定して、定期的に給与として支給されているのであるか
ら、総会決議の有無で〔いわゆるワンマン取締役の気分次第で〕報酬支給が左
右されるという悲劇も生じない。
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